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有機スズ化合物に係る規制および対策と海域環境汚染の改善について－１
有機スズ化合物の水生生物に対する毒性と生物濃縮

山田　久

定置網や魚類養殖用生簀への生物の着生を
防止するために使用する漁網防汚剤には、防汚
物質（有効成分）として有機スズ化合物が使用さ
れてきた。また、漁船の船底に塗布する船底防
汚塗料にも有機スズ化合物が含有されていた。
有機スズ化合物は、微生物により分解されず残
留性が高く、また水生生物への蓄積性も高いた
めに海域環境において検出され、海域環境汚染
を引き起こしていることが顕在化してきた。有機
スズ化合物は防汚効果がある殺生物剤であるた
めに水生生物に対する毒性も確認された。

このように、有機スズ化合物による海域環境汚
染に対しては漁業も原因者であると同時に被害
者でもあるために、その汚染防止のために各種
の規制、対策を積極的に講じてきた。これらの
各種規制と対策の経緯を振り返るとともに、海域
環境汚染の改善状況や各種対策の効果につい
て述べてみたい

1. 有機スズ化合物
有機スズ化合物は、一般式R4－nSnXnで表され、

R4Sn（テトラ体）、R3SnX（トリ体）、R2SnX2（ジ
体）およびRSnX3（モノ体）から構成される一連の
化合物群である。Rはアルキル基又はアリル基、
Snは4価のスズ原子であり、Xはハロゲン、オキサ
イド、ハイドロオキサイドや他の陰イオン又は陰イオ
ン性の有機官能基である。これらの化合物群の
中で、Rがブチル基あるいはフェニル基であり、そ
れらが3個結合したトリブチルスズ（Tributyl tin：
TBT）化合物あるいはトリフェニルスズ（Triphenyl 
tin：TPT）化合物が、モノ体やジ体に比較して生物
に対する活性（毒性）が強いために船底塗料や漁
網防汚剤の殺生物剤（有効成分）として使用され
てきた。防汚物質としての使用の他に、農薬、木材
の防腐剤、種々の化学反応の触媒や安定剤として、
1965年頃から使用され始め、1989年時点での我
が国における製造・輸入量は約6,500トンであった。
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2. �有機スズ化合物の毒性、生物濃縮、および
魚介類や水域環境における許容濃度

（1）毒性
有機スズ化合物は水生生物に対して急性およ

び種々の慢性的な影響を引き起こす。小山・清水
（1992）や堀口・清水（1992）等によって詳細に述
べられているが、それらの報告は表1のように要
約することができる。

マダイやヒラメの96hLC50（急性毒性の指標と
して一般的に使用される値であり、暴露期間96時
間の間に半数の試験魚が致死する濃度）は、そ
れぞれ2.5μg/Lおよび1.5μg/Lであり、ppbレベ
ルの濃度で稚魚を致死させる。しかし、成長の
抑制や成熟の阻害などの慢性的影響は、表1に
要約するようにppb以下の低濃度においても認め
られる。新腹足目の巻貝（バイ、イボニシやレイ
シガイなど）に観察されるimposex（ペニスや輸
精管などの雄性生殖器官が雌に形成されて産卵
不能になる一連の症状）が、Bryanら（1986）に
よってヨーロッパチジミボラにおいて観察される
とともに、TBT濃度が2ng/Lのpptレベルの低
濃度で発症することが明らかにされた。また、我
が国の沿岸域においても広く観察された。有機

スズ化合物はレチノイド受容体に結合することが
解明され、インポセックスはレチノイドが関与する
機構によって発症することが報告された（西川、
2007）。

TBT化合物の影響は、海産巻貝に次いで多く
の動物プランクトンにおいて強く発現する。例え
ば、ミジンコ類の産卵数は、TBT濃度が10ng/
L以上で次第に減少することが明らかである。こ
の結果から、TBT濃度10ng/Lは、動物プランク
トンに影響しない濃度の最大値（無影響濃度、
No Effect Concentration：NOEC）であると推察
される。また、TBT濃度が次第に高くなると動
物プランクトンの他に稚魚やエビ・カニ類の感受
性の高い水産生物に、さらにカキなどの二枚貝、
多毛類や魚類などの多くの水産生物にも次第に
影響が現れることは同表からも明らかである。

表1に要約したTBT化合物の水生生物に及ぼ
す影響に基づいて水生生物保護の観点で海域
環境保全の目標値を検討すると、10ng/Lが1つ
の目安であると考えられる。バイなどの感受性
の高い生物を保護するためには、さらに低濃度
のimposex発症の限界値、2ng/Lを目標値にす
べきであることが指摘できる。

表1　TBT化合物の水生生物影響の概要
TBT濃度（ng/L） 水生生物影響

2
新腹足目の巻貝（ヨーロッパチジミボラ）に成熟障害（imposex）を発生させる限界濃度である。日本に分
布するイボニシ、レイシガイやバイ等の新腹足目巻貝でもこの濃度でimposexが発生している。その他の
水生生物に対しては影響が認められない。

5
最も感受性の高いヨーロッパチジミボラに繁殖能力を有する個体も残っているが、大部分の新腹足目巻貝に
imposexが認められる。急性毒性（LC50）の1/100が安全濃度であると仮定すると、感受性の高い一部分の動
物プランクトンでは、安全濃度がこの濃度を下回る。新腹足目巻貝や動物プランクトンに影響のある濃度である。

10
AcartiaやMysidopsis等の動物プランクトンの安全濃度（LC50×1/100）がこの濃度を下回るが、動物プ
ランクトンに対して無影響濃度であると考えられる。ホンビノスガイ（二枚貝）の稚貝の成長抑制やクモヒ
トデの腕の再生阻害が報告されている。また、淡水魚（グッピー）の無影響濃度であると考えられている。

20 多くの動物プランクトンの安全濃度がこの濃度を下回る。稚魚やエビ、カニ類の感受性の高い水産生物
にも影響が現れる。また、生殖巣の発達阻害等、マガキに対して慢性的な影響が認められる。

50 酸素消費量や餌料の摂取速度の低下等マガキに亜急性的な影響が現れる。多毛類や魚類の安全濃度
がこの濃度レベルである。

100
大部分の魚類、多毛類や二枚貝の安全濃度がこの濃度以下である。感受性の強い魚種では、成長の抑制
が、また、マガキの幼生では成育阻害が認められ、多くの水生生物に障害が認められる。この濃度に12日
間暴露するとマガキがへい死すると報告されている。
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TPT化合物の水生生物に対する影響に関する
研究はTBT化合物に比較して少ない。マダイや
アゴハゼに対するTPT化合物の96hLC50値は、
それぞれ6.1μg/Lおよび18μg/Lであり、TBT
化合物のそれら（マダイで2.5μg/L、アゴハゼで
1.5μg/L）に比較して数倍大きく、魚類に対する
急性毒性はTBT化合物のそれに比較して弱い
傾向である。

マガキのD型幼生に対する24h96hLC50値は、
TBT化合物で15μg/Lであるのに対し、TPT化
合物では5.3μg/Lであり、さらにspat（付着稚貝）
に対する24h96hLC50値は、TBT化合物で35
μg/L、TPT化合物で53μg/Lであった。この
ようにマガキに対する毒性はTBT化合物とTPT
化合物で明確な差異は認められなかった。

魚類に対する亜急性および慢性毒性試験の結
果では、TPT濃度が0.14 ～ 0.22μg/Lで魚類の
成長抑制が認められた。一方、TBT濃度では
濃度が0.1 ～ 3.0μg/Lで魚類の成長を抑制した。
これらの結果から、魚類に対する亜急性および
慢性的な影響では、TBT化合物とTPT化合物
で大差ないことが明らかであった。

TPT化合物は新腹足目巻貝に対してimposex
を引き起こさないとされてきたが、堀口（1992）は、
TBT、DBT（ジブチルスズ）、MBT（モノブチ
ルスズ）、TPT、DPT（ジフェニルスズ）、および
MPT（モノフェニルスズ）の6種類の有機スズ化
合物をイボニシの筋肉に注射してimposexの発
症を検討した。この試験の結果によると、TBT
とTPTがイボニシにimposexを発症させ、その効
果はTBTとTPTで大差ないことを解明した。

このような種々の研究を総括すると、水生生物
に対する影響発現の様式およびその強さはTBT
とTPTで大差ないと考えられる。したがって、水
生生物保護の視点から検討した海域環境保全
目標値（10ng/L）はTBTとTPTで同じ値で良い
と考えられた。

環境庁（1993）が、有機スズ化合物による汚染
が最も著しかったと推察される1992年に実施し

た調査では、海水中TBTO濃度は大阪湾（港）
で最も高く、37 ～ 67ng/Lであった。また、金沢
市の犀川河口、伊万里湾、大和川河口、横浜港、
四日市港の濃度は、それぞれ5 ～ 35ng/L、8
～ 33ng/L、7 ～ 24ng/L、6 ～ 12ng/L、11 ～
16ng/Lであり、水生生物保護の視点から検討し
た海域環境保全目標値（10ng/L）を超えていた。
後で述べるが食品の安全性の視点で検討した
海水中TBTの許容濃度（64ng/L）を、大阪港の
ような特別の水域では超過する危険性がある状
態であった。このような状況のために、有機スズ
化合物による海洋汚染防止のための規制や対策
を推進することが求められた。

（2）�生物濃縮並びに魚介類および…
海水中許容濃度

魚類等の水生生物は水中に溶存している有害
化学物質を鰓を通して、また、餌料生物中の有害
物質を経口的に消化管を通して吸収して体内に
蓄積する。有機スズ化合物も例外ではない。魚
類等の生物への蓄積・残留濃度は、その生物が
食品として適合するかを決定する重要な要因で
あるため、水生生物への蓄積の状況を把握する
ことは重要な課題である。

水中の有害化学物質の鰓を経由する濃縮は生
物濃縮（Bioconcentration）と言われ、水中の濃
度に対する生物中濃度の比、いわゆる生物濃縮
係数（Bioconcentration factor：BCF）によって評
価される。有害化学物質が一定濃度に維持さ
れている水槽中で魚類中の有害物質濃度が変
動しなくなるまでの期間（一般的には8週間かそ
れ以上）飼育する。生物中の濃度の経時変化を
把握して生物中濃度が一定になったときの生物
中濃度と飼育水中濃度の比からBCFを求める。
一方、餌料生物中有害化学物質の消化管を経由
した濃縮は経口濃縮（Biomagnification）と言
われ、その濃縮の程度は餌料生物中濃度に対す
る魚類等の生物中濃度の比（Biomaginification 
factor：BMF）として評価される。一定濃度の有
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害化学物質を含有する飼料を長期間魚類等の
生物に投与し、試験魚類中の有害化学物質の濃
度の経時変化を把握し、濃度が変動しないとき
の魚類中濃度と飼料中濃度の比からBMFを求
める。

Yamada & Takayanagi（1992）は数 種の海
産魚類について上述した方法によりTBTおよび
TPT化合物のBCFを測定した。また、Yamada, 
Tateishi & Takayanagi（1994）はBCFを測定す
ると同時に数種の海産魚類についてBMFを測定
した。

これらの試験によって測定したBCFを表2に
要約して示した。BCFはそれぞれの魚種の鰓換
水量等の生理的特性や試験魚の大きさを反映
して魚種によって異なった。TBTOとTBTCl、
TBTAc、TBTFおよびTBTBrのマダイによる
BCFを比較すると、BCFはTBTOで9,400であ
るのに対し、TBTCl、TBTAc、TBTFおよび
TBTBrのBCFは、それぞれ6,800、5,600、5,600
および5,600であり、後述するように第二種特定

化学物質に指定されたTBT化合物のBCFは、第
一種特定化学物質に指定されたTBTOに比較し
て小さいことが明らかであった。アミメハギ、シ
ロギス、マダイおよびアゴハゼに対するTPT化合
物のBCFは、2,200（アミメハギ）から4,100（マダ
イ）の範囲であり、TBT化合物のBCFに比較し
て小さかった。

有機スズ化合物を含有する飼料を投与してマ
ダイによる経口的な蓄積を調べた試験では、マダ
イによるTBT化合物のBMFは0.26 ～ 0.38の範
囲であった。一方、TPT化合物のマダイによる
BMFは0.57であり、TPT化合物は経口的には
TBT化合物に比較して蓄積され易いことが明ら
かであった。

自然水域に生息する魚類等の水生生物は、水
中の有機スズ化合物を鰓を通して濃縮すると同
時に餌料生物中の有機スズ化合物を経口的に濃
縮するために両者を合わせた濃縮・蓄積の程度を
評価する必要がある。今、魚類および餌料生物
によるTBT化合物のBCFを実験から入手した値

表2　各種魚種による有機スズ化合物の生物濃縮係数（BCF）
有機スズ化合物 魚種 試験魚の大きさ（g） 飼育水中の濃度（ng/L） 飼育期間（日） 生物濃縮係数（BCF）

TBTO

アミメハギ 0.08 ～ 0.25 106 56 3600

アミメハギ 0.30 ～ 0.42 116 56 3200±400

シロギス 1.28 ～ 5.74 66 56 8400±800

ボラ 1.50±0.51 122 56 3000±200

マダイ 11.7±1.1 38 56 9400±100

マダイ 11.5±2.2 659 56 5000±300

アゴハゼ 100 84 8000 ～11000

TBTCl マダイ 8.7±0.8 52 56 6800±900

TBTAc マダイ 7.5±1.0 75 56 5600±600

TBTF マダイ 7.8±1.5 76 56 5600±500

TBTBr マダイ 7.8±1.5 123 56 5600±600

TPTCl

アミメハギ 0.75±0.13 124 56 2200±200

シロギス 1.94 ～ 6.04 152 56 4000±400

マダイ 24.3±3.4 63 56 3100±200

マダイ 13.3±2.7 1650 56 3300±80

アゴハゼ 1600 77 2300 ～ 3400

TPTAc マダイ 7.9±1.2 122 56 4100±600

TBTO：酸化トリブチルスズ、TBTCl：塩化トリブチルスズ、TBTAc：酢酸トリブチルスズ、TBTF：フッ化トリブチルスズ、TBTBr：臭化トリブチルスズ
TPTCl：塩化トリフェニルスズ、TPTAc：酢酸トリフェニルスズ
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の最大値（10,000）、および魚類が飼料中TBT化
合物を濃縮する程度（BMF）の値を0.4とすると、
TBT濃度が”ｃ”の水域に生息する魚類の体内濃
度および蓄積係数（体内濃度/水域の濃度）は以
下のように計算することができる（山田、1999）。

水中TBT化合物に由来する濃度：
　BCF×水中濃度（10,000×c=10,000c）
餌料生物中TBT化合物に由来する濃度：
　�餌中濃度（BCF×水中濃度）×BMF（10,000×c

×0.4=4,000c）
両経路に由来するTBT化合物の体内濃度：
　水由来+餌由来（10,000c+4,000c=14,000c）
蓄積係数：
　体内濃度÷水中濃度（14,000c÷c=14,000）

すなわち、TBT化合物の蓄積係数は14,000であ
ると試算することができる。

同様な考え方でTPT化合物の実験で入手した
BCF（5,000）、BMF（0.6）を使用すると、TPT
化合物の魚類による蓄積係数は8,000になる。

TBTおよびTPT化合物を魚介類のみから摂
取すると仮定すると、魚介類中のこれらの化合
物の許容濃度は、1日許容摂取量（Acceptable 
daily intake：ADI）、日本人の標準的な体重、およ
び1日当たりの魚介類の摂取量を用いて下の式に
より計算することができる。

魚介類中許容濃度（μg/g）
　　ADI（μg/kg/day）× 体重（kg）
　＝ーーーーーーーーーーーーーーーー

　　1日の魚介類の摂取量（g）
水中許容濃度（μg/L）
　　魚介類中許容濃度（μg/g）
　＝ーーーーーーーーーーーーーー

　　蓄積係数（L/kg）

TBT化合物のADIを1.6μg/kg/day、人の体重
を50kg、1日魚介類の摂取量を90g/dayとすると、
魚介類中TBT化合物の許容濃度は0.889μg/g
と試算される。上で求めた蓄積係数を適用する

と水中許容濃度は0.0635μg/L（64ng/L）であ
る。一方、TPT化合物のADI、0.5μg/kg/day
を使用してTPT化合物の魚介類中許容濃度を
試算するとその値は0.278μg/gであった。上で
求めた蓄積係数（8,000）を適用すると水中許容
濃度は0.0348μg/L（35ng/L）であった（山田、
1999）。食品としての安全性すなわち魚介類の
許容濃度の視点で求めた水中許容濃度（TBT
で64ng/L、TPTで35g/L）は、水生生物保護の
視点から検討した海域環境保全目標値（10ng/
L）より高いことが明らかであった。すなわち、水
生生物保全の目標値（10ng/L）が維持できれば、
魚介類の食品としての安全性は確保できること
が解った。
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会員通信

有機スズ化合物に係る規制および対策と海域環境汚染の改善について－２
有機スズ化合物に係る規制および対策

山田　久

3. 各種の規制と対策に対する取り組み
有機スズ化合物は1965年頃から使用され始

め、1980年頃から海域が有機スズ化合物で汚
染されているのではないかと危惧されていた。
環境庁が1984年に実施した全国規模の調査で
汚染がかなり広範囲に進行していることが明ら
かになり、心配してきたことが現実のものとなっ
た。前回述べたように有機スズ化合物は、分解
され難く、生物濃縮され易く、さらに毒性も強い
という特性を有するために、海域環境汚染防止
のための対策が必要であると認識し、関係者が
種々の規制や対策に取り組んだ。その概要を紹
介したい。

（１）規制　
我が国政府の関係省庁（水産庁、通商産業

省（経済産業省）、厚生省（厚生労働省）、環境庁
（省）、運輸省等）、全漁連を中心とする漁業界、

IMOを中心とする国際機関による種々の規制が
推進されてきた。

１）水産庁および漁業界の取り組み
水産庁および漁業界による取り組みは杉田

（1992）により詳細に述べられている。
水産庁は有機スズ化合物による海洋汚染が顕

在化する前の1972（S47）年3月14日に通達「漁網
防汚剤の使用について」により有害物質を主成分
とする漁網防汚剤の使用を自粛することを指導
した。1970年頃から養殖ハマチに側弯症が本州
中部沿岸域の養殖場で初めて認められた（窪田
ら、1970）。側弯症の原因として、栄養障害、細
菌の感染、魚病用薬剤の副作用、農薬、寄生虫が
関係していると考えられたが、ハマチ養殖生簀網
に塗布している漁網防汚剤に含有されている有
機スズ化合物等の有害物質が関係しているので
はないかと危惧された（阪口ら、1987）。このよ
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うな状況において、水産庁は、このハマチ側弯症
問題に対応するために通達を発して漁業界を指
導したと推察することができる。

この側弯症のハマチは、モジャコを餌付けした
後、数ヶ月後から秋季に見られ始めるが、越冬し
た春から夏季にかけて症状が進行し、脊柱が左
右に彎曲するとともにその彎曲が固定して遊泳
や摂餌行動が緩慢になる。魚体の形態が異常な
ために、商品価値を損ない漁業者に著しい被害
を与える。阪口らは先行研究の成果を踏まえて、
粘液胞子虫が彎曲症を引き起こしているのでは
ないかと推察して調査を実施した。阪口ら（1987）
は、粘液胞子虫（Myxobolus buri）のシストが発
症したハマチの脳に存在することを確認するとと
もに、脳の第4脳室に存在するシストの数と側弯
症魚の出現頻度との間に正の相関があることを
明らかにした。この結果に基づき、第4脳室内に
おけるシストの集塊形成が神経障害とそれに起
因する体側筋の萎縮を引き起こし、その結果とし
て側弯症が発症すると推察された。TBTO含有
漁網防汚剤を塗布した又は塗布していない生簀
における側弯症の発症頻度を比較したところ、
TBTO含有漁網防汚剤の使用の有無と側弯症
の出現率との間に差異が認められないことから、
有機スズ化合物（TBTO）は側弯症の原因でない
ことを明らかにした。

粘液胞子虫の胞子は環形動物に一旦取り込ま
れ、一定の期間を経て、餌付け期の稚魚に経口
的に捕食され、その後ハマチの体内で発育を経
て、栄養体になり胞子を形成すると考えられてい
る。側弯症の発症を防止するためには、粘液胞
子虫の生活史を断ち切ること、すなわち、餌付け
を粘液胞子虫が生息しない水域で行う、又は餌
付け期の感染（環形動物等の天然餌料の摂取）
を防止するという2つの方法が考えられる。阪口
ら（1987）は、餌付け期に給餌回数を多くして、ハ
マチ稚魚が空腹状態にならないようにして天然
餌料の摂取を防止する給餌方法（夜明けから日
没まで連続的に給餌する）を確立し、側弯症の発

症防止方法を開発した。
1985（S60）年に環境庁が実施した調査により

瀬戸内海で漁獲されたスズキからTBT化合物
が高濃度（0.6 ～ 1.7μgTBTO/g）で検出された
ために、1985年5月8日に振興部長・研究部長の
連名で通達を発出し、TBTOを主成分とする漁
網防汚剤の使用自粛を指導した。しかし、有機
スズ化合物による海域環境汚染が改善しない
ために、3回（1986年10月1日、1988年11月2日、
1989年7月26日）の通達でTBT化合物を含有す
る漁網防汚剤の使用自粛の徹底を指導した。
1989年7月26日の通達では、化学物質の審査お
よび製造等の規制に関する法律（以下化審法と
いう）による有機スズ化合物規制の動向を踏まえ
て、TPT化合物を含有する漁網防汚剤の使用
を禁止することを通達した。化審法の審議を踏
まえてTBTOが第一種特定化学物質に、TBTO
以外のTBT化合物およびTPT化合物が第二種
特定化学物質に指定されたことにより、水産庁次
長は1990年7月23日に有機スズ化合物を含有す
る漁網防汚剤の使用禁止を、また、1年未満で入
渠する船舶への有機スズ化合物含有船底塗料
の全面的使用禁止を趣旨とする第6回目の通達
を発出した。

水産庁が発出した通達に対応するために、全
国漁業協同組合連合会（全漁連）および全国か
ん水養魚協会（全かん水）等で構成する漁業界
は、水産庁の通達を踏まえて、1972年3月に第1
次自主規制を決定し、漁網防汚剤の使用量の削
減など適正な使用方法を傘下の漁業者に求め
た。自主的な規制措置を表3に示したが、その概
要は下記の通りであった。
① �使用期間・回数：毎年5月～ 10月までの使用期

間において2回の使用に制限する。
② �使用量：漁網防汚剤の塗布量を45%（漁網防

汚剤湿重量/生簀網乾燥重量）以内で使用す
ること。

③ �塗布後乾燥処理：24時間以上乾燥させる
こと。
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④ 出荷前使用規制：出荷前14日間使用禁止
⑤ �適用範囲：千葉県以西のブリ・マダイ養殖生

産県
環境庁等に調査により有機スズ化合物による

海域環境汚染が明確になったために、1985年2
月に第1次自主規制を強化・改正して第2次自主規
制を決定した。表3に示したように、使用回数を
1回、乾燥処理時間を48時間以上、出荷前40日間
は使用できないこと等、

規制を強化した。また使用できる漁網防汚
剤の品質を定めるとともに、漁網防汚剤の品質
を審査して登録する制度を導入した。現在、全
漁連では非有機スズ系の新規漁網防汚剤につ
いて、新規製剤の安全性等に関してメーカから
提出された申請書を、「漁網防汚剤安全性評価
委員会」による審議を踏まえて登録する制度を
運用しているが、現在の非有機スズ系漁網防汚
剤の登録制度に繋がる制度の原型がこの時期
に確立した。

水産 庁が 振 興部長と研究部長の連 名で
TBTOを有効成分とする漁網防汚剤の使用自粛
の徹底を通達した翌年の1987年2月12日に、水産
庁の指導の趣旨を踏まえて有機スズ化合物によ
る海域環境汚染の拡大を防止するとともに食品
の安全性を確保するために、漁業界は、12府県
の養殖生産者、県漁連代表者および全漁連で構
成される緊急対策会議を開催して有機スズ系漁
網防汚剤の全面的使用禁止を決定した。

２）化審法および他省庁による規制
化審法は、化学物質の物性、分解性、生物濃縮

性、水生生物および哺乳動物に対する毒性を製
造に先立って調査し、その調査結果を評価、審査
して合格した化学物質の製造・輸入、販売、使用
を許可する制度を規定した経済産業省、厚生労
働省、および環境省の三省が共管する法律であ
る。経済産業省が担当する①製造使用量、②化
学物質の物理化学的性状、③微生物による分解

表3　全漁連および全かん水の漁業界による自主規制の概要
規制項目 1次規制（1972 年 3月策定） 2次規制（1985 年 3月策定）

使用期間 5月～10月 同左

使用回数 上記の期間に 2回 上記の期間に1回

塗布方法 漁網防汚剤の塗布量（漁網防汚剤重
量 /生簀網乾燥重量）は 45% 以内 同左および重ね塗り禁止

乾燥処理 24 時間以上 48 時間以上

出荷前使用禁止 出荷前14日間 出荷前40日間

適用地域 千葉県以西のブリ・マダイ養殖生産県 同左

漁網防汚剤の指定制

・�使用可能な漁網防汚剤を指定する。ポリマータイプ
は TBTO 換算で 8% 以下、モノマータイプは TPT
換算で 2％以下の製品を指定する。
・�漁網防汚剤メーカは、製品が上記基準に該当するこ
とを証明する分析機関の分析証明書を提出すること。
・�全漁連は審査の上、指定漁網防汚剤として認定し、
登録証を発行する。

漁網防汚剤の品質表示 ・�品質表示のない製品又は品質が不明確な製品の使
用禁止

監視体制の整備・組織化 ・�本規制遵守のため、漁協、府県および全国段階にお
いて監視委員会を設置する。

杉田（1992）に基づいて作成した。
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性、④魚類による蓄積性の評価、厚生労働省が
担当する⑤変異原性、⑥染色体異常、⑦哺乳動
物に対する毒性、および環境省が担当する⑧環
境生物に対する毒性、⑨水域環境に及ぼす影響
評価に関するデータに基づき、それぞれの省に
設置されている審議会において審議、審査され
る。一定の基準を満たした化学物質について、
その製造、販売、および使用が認められる。

化審法は数回改正されたが、現在の制度では
問題のない物質は「白物質」として製造等が許可
される。一方、一定の毒性を持っており、かつ環
境に有害な影響を及ぼす可能性のある化学物
質が優先的に評価すべき物質すなわち「優先評
価化学物質」として指定され、毒性等についてさ
らに詳細な情報を収集して審査する。詳細な審
査において問題がなければ「白物質」として認定
される。しかし、水域環境に残留する濃度が高
く、かつ毒性が強いために人および環境生物に
対する影響が著しいが、しかし魚類等の水生生
物への蓄積性が低い物質は「第二種特定化学
物質」に指定される。さらに、水域環境に残留す
る濃度が高く、毒性が強いために人および環境
生物に対する影響が著しく、かつ魚類等の水生
生物および食物網の高位に属する鳥類への蓄積
性が高い物質は「第一種特定化学物質」に指定
される。「第一種特定化学物質」は製造、輸入、販
売、使用が禁止されるが、「第二種特定化学物質」
は、厳重な管理の下で使用量等に制約はあるも
のの使用することはできる。しかし、一般的には
使用せず、事実上使用禁止の物質である。

有機スズ化合物について言えば、酸化トリブ
チルスズ（TBTO）が1990年1月に「第一種特定
化学物質」に指定された。一方TBTO以外の
TBT化合物13物質が1990年9月に、また塩化ト
リフェニルスズ（TPTCl）等のTPT化合物7物
質が1990年1月に「第二種特定化学物質」に指
定された。このような化審法による決定により、
TBTOのみならずTBTおよびTPT化合物の使
用は事実上禁止された。

旧運輸省は、IMO-MEPCの審査の動向を踏
まえて、1990年10月にTBT含有船底塗料の外
航船舶への使用自粛と内航船舶への使用禁止
を通達した。

３）�国際海事機関海洋環境保護委員会（IMO-
MEPC）による規制の検討とAFS条約の制定

グローバルに航行する外航船舶への有機ス
ズ含有船底塗料の使用に係る規制の在り方や
規制方法は国際的な調和の下に進める必要が
ある。上述したように1980年代後半には各国
で有機スズ化合物による海域環境汚染が顕在
化し、日本、米国およびヨーロッパの各国は国内
的な対策を講じてきた。しかし、外航船に対す
る対策は遅れており、国際的な規制の必要性を
認識していた。これらの状況において、有機ス
ズ系船底塗料の国際的な使用規制に関する検
討を、船舶に起因する環境問題を検討する国際
海事機関海洋環境保護委員会（International 
maritime organization-Marine environmental 
protection committee：IMO-MEPC、国連の機
関）において開始した。

1990年3月に開催したMEPCの第29回会合か
ら検討が開始され、第29回会合の審議結果を同
年9月に開催された第30回会合に引き継ぎ、米国
が同会議に勧告案を提出した。さらに、同年11
月16日に米国が提出した勧告案を一部修正した
決議案が採択され、下記する5項目を暫定的な
規制および対策として決定した。
① �船長25m以下のアルミニウム製以外の船体に

はTBT化合物含有船底塗料を使用しない。
② �溶出速度が4μg有機スズ/cm2/日以上の有機

スズ系船底塗料を使用しない。
③ �塗装、塗膜除去、洗浄、サンドブラスト、廃棄物

の処分作業、又はこれらの施設からの海洋へ
のTBT化合物の侵入を防止するため、船舶の
修理および建造施設に適する合理的管理指
導書を作成する。

④ �環境に対してリスクが小さい非有機スズ系代
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替塗料の開発を奨励する。
⑤ �採択された対策の効果を評価するためにモニ

タリング調査を行い、かつ、利害関係国とのモ
ニタリングデータの共有を可能とする体制を
準備する。

この時点では、性能の良い非有機スズ系代替
船底塗料が開発できていないために、有機スズ
系船底塗料の使用を全面的に禁止することはで
きなかった。すなわち、IMOは、船底塗料から
の有機スズ化合物の溶出が小さく、海域環境に
対する影響が小さい船底塗料の使用を推奨する
とともに、内航小型船舶への使用禁止など実施
可能な対策を推進することを決定した。

1996年までは新たな規制および対策は検討さ
れなかったが、有機スズ化合物による海域環境
汚染の速やかな改善が見られないこと、および防
汚効果の優れた実用的な新規非有機スズ系船
底塗料が開発できたために1996年7月に開催さ
れた第38回会合に日本、オランダおよび北欧各国
が共同で「有機スズ系船底塗料の世界的全廃
の必要性」を提案した。審議は第44回会合（2000
年10月）まで継続されたが、1999年11月に開催
した第21回IMO総会において①2003年1月1日
以降船体への塗布を禁止し、2008年1月1日以
降船体への残存を禁止するための法的拘束力の
ある新条約の制定、②代替塗料の開発、試験、使
用の奨励、および③防汚塗料の環境に対する影
響の評価手順の開発および環境影響解明のた
めの科学的、技術的研究の促進を決定した。

総会決議に基づき、2001年10月に開催された
外交会議において、
① 2003年1月1日以降船体への塗布を禁止
② 2008年1月1日以降船体への残存を禁止
③ �船体に残存する有機スズ系船底塗料からの

有機スズ化合物溶出防止のためにはシーラー
コートによる密封方法も採用できる。

④ 条約は400トン以上の船舶に適用する。
⑤ 塗布していないことの証明および確認の方法
⑥ 禁止物質に追加するための要件の規定

を骨子とする新条約（2001年船舶の有害な防
汚方法の規制に関する国際条約、International 
Convention on the Control of Harmful Anti-
fouling Systems on Ships, 2001： AFS条約）を
採択した。25 ヶ国あるいは世界の船腹量の25%
に相当する国が批准した1年後に発効するとい
う発効要件も定めた。2008年9月17日に発効要
件を満足したために条約が発効した。発効した
ときには、上記の船体への残存を禁止する期限

（2008年1月1日）を過ぎていたので、条約の発効
に伴って船体への残存も禁止されることになっ
た。AFS条約の詳細は柴田（2007）により詳細
に述べられているのでここでは概要のみを記述
した。

AFS条約の制定は我が国が主導的に進め
た。日本政府では旧運輸省海上技術安全局の
所管で、IMO本部のあるロンドンでは在英日本
国大使館の運輸担当参事官を中心にして対応し
た。しかし、全省庁的に対応し、我が国沿岸や
外洋域における汚染実態や有機スズ化合物の水
生生物に対する毒性に関しては、水産庁および
水産庁中央水産研究所も協力した。新条約策
定の審議が佳境に入った1998年3月に開催され
た第42会合では、有機スズ化合物汚染がグロー
バルレベルで進行していることを証明したSquid 
Watchの中央水産研究所の研究成果（Yamada
ら、1997）を公表した。この成果は、有機スズ化
合物による海洋汚染がグローバルレベルで進行
していることを示し、有機スズ系船底塗料を全
世界的に禁止することの必要性を会議出席者が
共有することができた点において非常に有益で
あったし、また新条約の審議を促進したと認識し
ている。

この間、1982年にフランスが全長25ｍ以下の
船舶への有機スズ系全長25ｍ以下の船舶への
有機スズ系船底塗料の使用を禁止し、1986年
にはイギリスが同様に全長25ｍ以下の船舶およ
び魚類養殖施設への有機スズ系船底塗料の使
用を禁止した。米国も1987年10月に全長25ｍ以
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下の船舶への有機スズ系船底塗料の使用を禁
止し、欧米各国は国内的な対応を推進した。

我が国では、内航船舶への使用は欧米各国に
遅れて1990年に禁止したが、1988年には有機ス
ズ化合物を指定化学物質に指定したので、この
時点で有機スズ系船底塗料の使用は困難であっ
たと考えられる。したがって、我が国の国内的な
規制も欧米各国と同時期に推進された。

（２）対策
有機スズ化合物は化審法により第一種特定化

学物質又は第二種特定化学物質に指定されたた
めに事実上使用することができなくなった。し
たがって、有機スズ化合物を使用しない船底塗
料（以下非有機スズ系船底塗料という）および漁
網防汚剤（以下非有機スズ系漁網防汚剤という）
を開発することが喫緊の課題であった。有機ス
ズ化合物を使用しないことは、有機スズ化合物を
海域環境へ流出させないために海域汚染防止の
ための抜本的な対策になると考えられた。

１）非有機スズ系船底塗料の開発
船底防汚塗料は、展色剤（塗膜形成樹脂）、着

色顔料、防汚物質、および溶剤から構成される。
初期の塗料は防汚物質を展色剤に分散・混合し
たものであった。この塗料では、塗装した塗料が
乾燥した後に船底に形成される塗膜樹脂と船舶
周辺海水の防汚物質濃度の差によって生じる拡
散のメカニズムにより防汚物質が海水中に溶出し
た。この溶出メカニズムでは、防汚物質の溶出速
度は塗装後の初期において速く、時間の経過と
ともに遅くなり、防汚効果は長期間持続しなかっ
た。防汚効果を延長するために各種の研究が実
施され、それらの研究の成果として自己研磨型
船底防汚塗料が開発された。

自己研磨型船底防汚塗料は、TBTOをエステ
ル結合させたメタクリル酸を共重合して作製した
ポリマー（トリブチルスズメタクリレート共重合体
と言う）を展色剤として使用し、着色顔料と溶剤

を混合して作製される。この塗料の塗膜（トリ
ブチルスズメタクリレート共重合体）は、船舶が航
行しているときに生じる海水流により研磨され、
新しい塗膜表面が常に海水に接触するように設
計されている。微アルカリ性の海水中では、樹
脂（トリブチルスズメタクリレート）に結合してい
るTBTOが加水分解されて海水中に溶出する。
自己研磨型船底防汚塗料では、新しい塗膜表面
が常に海水と接触するために、防汚効果を有す
るTBTOの溶出速度が、拡散型船底塗料とは異
なって長期間一定で変化せずに持続する。この
ため、その有効期間は拡散型船底防汚塗料のそ
れよりは長く、2年以上防汚効果が持続すると報
告されている（中尾、1988）。防汚効果が長期
間持続することは、船底の清掃と船底塗料の塗
装を船舶の定期検査のために入渠したときに同
時に実施することができるので、船舶の維持管
理において非常に有益である。現在、外航船に
使用する船底塗料は、その効果が2年以上持続
することが必須となっている。

非有機スズ系の自己研磨型船底防汚塗料は、
メタクリレート共重合体のような海水流によって
研磨される自己研磨型樹脂に非有機スズ系の
防汚物質を分散・混合し、さらに着色顔料と溶剤
を混合して作製される。非有機スズ系防汚分物
質として4,5ジクロロ-2ｎ-オクチル-3-イソチアゾロ
ン（SeaNine-211）等16の物質が使用されている

（Okamura and Mieno､ 2006、 山田、2003）。
この新規に開発された非有機スズ系の自己研磨
型船底防汚塗料の有効期間は、従来の有機スズ
系自己研磨型船底防汚塗料と同様に2年以上で
あるため、我が国の塗料メーカは実用的な非有
機スズ系船底塗料を世界に先駆けて開発するこ
とができた。

２）非有機スズ系漁網防汚剤の開発
漁網防汚剤は、防汚物質、塗膜形成樹脂、配合

成分、および有機溶剤で構成される液体状の混
合物である。これらの物質の混合割合は製品に
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よって異なるが、その範囲で示すと防汚物質が4
～ 12%、塗膜形成樹脂が7 ～ 13%、配合成分が
6.5 ～ 8.5%、有機溶剤が70 ～ 80%である。塗布
等の作業に従事する作業者の労働環境の改善
のために有機溶剤の代わりに水を稀に使用する
こともあるが、このときには脂溶性の防汚物質を
水中へ分散させるために界面活性剤が配合成分
として使用される。

漁網防汚剤を塗布した後に溶剤を揮発・乾燥
させたとき塗膜形成樹脂が漁網に付着するが、
防汚物質は塗膜中に分散して存在する。した
がって、漁網防汚剤で処理した漁網からの防汚
物質の溶出速度は防汚処理した直後に速く、時
間の経過に伴って次第に遅くなる。すなわち溶
出機構は拡散型船底塗料の溶出機構に類似す
る。このため漁網防汚剤の有効期間は一般的に
短く、定置網用で数ヶ月、養殖生簀網用で6 ヶ月
程度であると言われている。

有機スズ化合物の使用規制に伴い、漁網防汚
剤メーカは代替防汚物質を探索して非有機スズ
系漁網防汚剤の開発を進めた。近年開発した漁
網防汚剤に使用されている主要な防汚物質は表

4に示したように7物質である（山田、2013）。す
なわち、亜酸化銅および銅粉の無機銅化合物並
びにビスジメチルチオカルバモイル亜鉛エチレン
ジチオカーバメート（略称：ポリカーバメート、略
記号：PC、カーバメート系農薬）、テトラエチルチ
ウラムジスルフィド（略記号：TETD、有機窒素・
硫黄系物質）、ビス-2-ピリジンチオール銅塩（略
記号：CuPT、ピリチオン化合物）、トリフェニル［3-

（2-エチルヘキシルオキシ）プロピルアミン］ボロ
ン（略記号：OPA、有機ホウ素系物質）、およびト
リフェニル（n-オクタデシルアミン）ボロン（略記
号：TPB-18、有機ホウ素系物質）の有機化合物が
主として使用されている。これらの物質は単独、
又は併用して漁網防汚剤に混合されている。全
漁連の安全確認防汚剤登録制度において2012
年11月1日時点で承認、登録されている漁網防汚
剤140製品（養殖用53製品、定置用87製品）につ
いて、配合している防汚物質は表4のように集約
することができる（山田、2013）。上記の7物質
を配合する非有機スズ系漁網防汚剤は、養殖用
では81.3%、定置用では84.7％を占める。養殖
用では、TETDとOPAを併用する製品が25.5％

表4　安全性確認漁網防汚剤に配合される主要防汚物質

用途 製造量に占める
割合（%）

配合されている防汚物質

亜酸化銅 銅粉 PC TETD CuPT OPA TPB-18

養殖生簀

25.5 　※ ※

15.6 ※ ※

12.9 ※ ※

9.1 ※

7.3 ※

5.8 ※

5.1 ※ ※

定置網

55.2 　※

10.8 ※

9.8 ※ ※

8.9 ※ ※
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と最も多く、次いで銅粉とCuPTを併用する製
品が15.6％、亜酸化銅とCuPTを併用する製品
が12.9％で多く、これら3種類の製品が全体の
54.0%を占める。定置用ではポリカーバメートを
単独で使用する製品が55.2%で最も多く、次いで
TETDを単独で使用する製品が10.8％と多い。
この2種類の製品が全体の66.0%を占める。

３）�非有機スズ系新規防汚物質の毒性と水域生
態系に対するリスク評価

これらの非有機スズ系新規防汚物質は、生物
の着生を阻止するという使用目的のために水生
生物に対して毒性を有することは明らかである

（Yamada、2006）。しかし、これらの物質は加
水分解や光分解を受けるために海水中では不安
定な物質であるため、海水中濃度は低いと考え
られている。また、水生生物により濃縮されない。
これらのことから新規防汚物質は、水生生物に
対して毒性を示すものの、水域環境に残留せず、
生物にも蓄積されないために有機スズ化合物よ
りは安全であることは明らかである。

これらの新規防汚物質の海水中濃度に関する
調査はほとんど実施されていないが、Onduka
ら（2020）が瀬戸内海東部水域と中部水域の海
水中TPB-18の濃度を測定している。2017年の
6月～ 12月に実施した調査では、表層海水中濃
度は瀬戸内海の中部水域で定量限界（0.12ng/
L）以下～ 0.32ng/L、また東部水域で<0.12 ～
0.34ng/Lであった。この調査における瀬戸内
海表層海水中最高濃度は0.34ng/Lであった。
2018年の6 ～ 12月に実施した調査では、瀬戸内
海中部および東部水域の表層海水中TPB-18濃
度は、全て定量限界（0.12ng/L）以下であった。

Ondukaら（2020）が 実 施した各 種 水 生 生
物を使 用する毒 性試 験 から推定したTPB-
18の 予 測 無 影 響 濃 度（Predicted No Effect 
Concentration： PNEC、水域生態系に影響を
及ぼさないと考えられる濃度）は59ng/Lであっ
た。測定した海水中濃度の最大値（0.34ng/L）

はPNEC（59ng/L）の約1/174と非常に小さい。
この結果から、現時点では新規防汚物質である
TPB-18の水域生態系に及ぼす影響は無視でき
るほど小さいことが明らかである。新規防汚物
質による水域環境汚染は顕在化していないが、
TPB-18と同様に水域生態系に対するリスク評価
を実施し、新規防汚物質が水域生態系に対して
有害な影響がないことを確認することは今後の
重要な課題である。
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会員通信

有機スズ化合物に係る規制および対策と海域環境汚染の改善について－3
海域環境の改善と規制等の効果並びに今後の課題

山田　久

４．�我が国沿岸域における有機スズ化合
物汚染の変遷

有機スズ化合物による海域環境汚染が顕在化
した1985年から環境庁（省）によって海水、底質
および生物（魚類および二枚貝）についてモニタ
リング調査が実施されている。調査結果は環境
庁（省）が毎年度発行する報告書「化学物質と環
境」において報告されている。これらの調査結
果に基づいて底質、生物（魚類および二枚貝）中
の有機スズ化合物濃度の経年的変化について述
べ、我が国が実施した有機スズ化合物対策が海
域環境汚染の改善に対して如何に貢献したかを
述べてみたい。

（１）底質中の有機スズ化合物濃度の経年変化
底質中のTBTおよびTPT濃度の経年的変化

を図1に示した。図に示した濃度は、１つの観測

点について得られた複数の分析データを算術平
均し、１つの観測点の算術平均値を全国の観測
点について幾何平均した値である。調査を開始
した1988年の値は、18.8μg/kg-dry（以下単位
を省略する）で最大値を示した。翌年の1989年
には10.5に減少したが、1990年には14.1に増大
した。その後、濃度の減少、増大を繰返しながら
2001年には7.7までその濃度は徐々に減少した。
この間に国内的な対策、すなわち①全漁連によ
る有機スズ系漁網防汚剤の使用禁止（1987年）、
②TBTおよびTPT化合物を指定化学物質に指
定（1988年）、③TBTOを第一種特定化学物質に、
TBTO以外のTBT化合物とTPT化合物を第二
種特定化学物質に指定（1990年）、④内航船舶
への有機スズ系船底塗料に使用禁止（1990年）、
および⑤水産庁による有機スズ系漁網防汚剤の
使用禁止と1年未満で入渠する漁船への有機ス
ズ系船底塗料に使用禁止（1990年）が講じられ
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たが、これらの対策の効果が底質中TBT濃度の
低下に関連しているものと考えられる。2001年
以降、TBT濃度は急速に低下し、2010年には0.3
になった。2001年にAFS条約が採択されたため
に、我が国では外航船舶への有機スズ系船底塗
料の塗布を禁止したと考えられるので、そのこと
が急激な濃度低下に関連していると考えられる。

TPT化合物の濃度は、図1に示すようにTBT化
合物に1年遅れて1989年から測定され、その濃度

は3.2μg/kg-dryであった。1990年には4.2と高
くなったが、それ以降はTBT化合物と同様に経
年的に低下し、2000年以降の低下は速やかで、
2010年には0.3と非常に低くなった。上述したよ
うな種々の対策により底質中TPT濃度が低下し
たことが明らである。TPT濃度はTBT化合物
に比較すると低いが、このことはTPT化合物の
使用量がTBT化合物に比べて少なかったことを
反映していると考えられる。
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図 1.  底泥中TBTおよびTPT濃度の経年変化

（２）�魚類および二枚貝中の有機スズ化合物濃度
の経年変化

環境庁（省）では、化審法の第一種特定化学物
質について、生物中の残留濃度を指標にしてその
汚染実態を追跡調査する「生物モニタリング調
査」を実施している。有機スズ化合物についても
1985年から調査されている。この調査は、図2に
示した地点において図に示した生物を用いて実
施されているが、魚類と二枚貝中のTBT化合物
およびTPT化合物の濃度を、それぞれ図3および
図4に示した。

魚類中TBT濃度は調査を開始した1985年で
は65.8μg/kg-wet（以下単位を省略する）であっ
た。その濃度は1985年以降一貫して徐々に低下

し、2001年には25.6まで低下した。2001年以降
の低下速度は速く、2010年には1.0になり、1985
年の濃度の1/66まで低下した。

二枚貝中のTBT濃度は、1985年には105.8
μg/kg-wetであったが、1990年までは上下変動
を繰り返すもののほぼ一定に推移したと考えら
れる。1991年以降、その濃度は急速に2001年に
は24.4まで低下した。2002年以降さらに急速に
その濃度は低下し、2010年には6.3、一番濃度
が高かった1989年（138.9）の1/22まで低下した。

底質および生物中のTBT濃度の経年的変化か
らTBT化合物による汚染は1990頃がピークであ
り、その後各種の規制や対策の効果によって低下
し、汚染が改善されたと推察することができる。



4

生物中のTPT濃度に関する調査はTBT化
合物より5年遅れて1989年から開始された。
1989年の魚類中TPT濃度は100.0μg/kg-wet
であったが、1992年には40.7まで急速に低
下した。その後の低下速度は遅いが、一貫し
て低下して2010年の濃度は2.1であった。二
枚貝中TPT濃度もTBT化合物濃度と同様
な傾向を示して低下し、1989年に144.8で

あった濃度は、2010年には1.6と当初の1/91
まで低下した。底質および生物中TPT濃度
の1992年までの初期の減少速度はTBT化
合物に比べて速いことが明らかである。こ
の時期の取り組まれた種々の規制や対策が、
TBT化合物に比べてTPT化合物においてよ
り効果的であったことが考えられる。
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図 3.　生物中TBT濃度の経年変化

図 2　生物モニタリング調査の調査地点と採取生物種



JFSTA NEWS　No.74 5

魚介類中の有機スズ化合物の許容濃度は、
TBTで0.889μg/g（889μg/kg）、またTPTで
0.278μg/g（278μg/kg）であることを、２．（２）
生物濃縮と魚介類および海域環境水中許容濃
度の項において述べた。TBT化合物の最大
濃度（魚類：1985年の65.8μg/kg-wet、二枚貝：
1989年の138.9μg/kg-wet）は、この許容濃度の
それぞれ1/13および1/6であるので、汚染がピー
クのときにおいても生物中濃度は食品の安全
性においても問題はなかったことが明らかであ
る。TPT化合物の最大濃度は、魚類では1989
年の100.0μg/kg-wet、二枚貝では同じく1989年
の144.8μg/kg-wetであった。これらの濃度は魚
類で許容濃度の1/2.7、また二枚貝で1/1.9であっ
た。許容濃度以下であるので生物中TPT化合
物の濃度も食品の安全性において問題はなかっ
たことが明らかである。

このように有機スズ化合物による海域環境汚
染は、規制や対策の実施によって改善され、規制
や対策が効果的であったことが明らかである。

５．�おわりに、今後の課題
有機スズ化合物による海域環境汚染は、有機

スズ化合物の使用を規制し、代替物質の使用を
促進することによって克服した。しかし、一時的

ではあったが社会に不安を与え、また漁業界に
損害を与えた。今後は、使用する前に化学物質
の残留性、生物濃縮性および毒性を予知して、汚
染を最小するとともに水生生物や人に対する有
害な影響を最小にすることが必要である。化学
物質の開発において、新規に開発する化学物質
の水域環境における動態や有害性を開発段階に
おいて実施した試験結果に基づいて評価し、そ
の有害な影響等を予知することは化審法の審査
によって確保されている。化学物質の分解性、
濃縮性および毒性は、化学物質の物性や分子構
造との関連性によってある程度は予測、予知が可
能となっている。また、近年においては、化学物
質の遺伝子に対する影響解析（ゲノミクス）、尿
に排泄される代謝物に対する影響を指標とする
解析（メタボロミクス）や酵素等の生理機能を有
するタンパク質の合成対する影響解析（プロテオ
ミクス）の新たな手法により、化学物質（医薬品）
の作用メカニズムを解析するとともに有害性を予
測・予知するための研究が薬学の分野で急速に
発展している。これらの手法をさらに深化、高度
化し、化学物質の水生生物に対する作用メカニズ
ムや毒性の予知、評価に活用され、化学物質によ
る海域環境汚染の防止が図られるように研究が
推進されることを期待する。
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図 4. 生物中TPT濃度の経年変化
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